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経済学研究 48-4

北海道大学 1999.3

移行経済の企業行動*

宮本勝浩

1 序論

1991年12月25日に，旧ソ連が崩壊してロシア

が誕生した。それと前後して多くの旧社会主義

国は，計画経済から自由主義市場経済に移行し

始めた。東欧諸国やアジア諸国の中には，それ

より以前に市場メカニズ、ムをすでに取り入れて

いた国もあったが，これを契機にその傾向が一

層促進された。つまり， 20世紀末に世界的な規

模で社会主義計画経済から自由主義市場経済へ

の移行が開始された。

社会主義計画経済では，政府の管理のもとで

経済が動かされていた。価格，生産，投資，利

子率，賃金率などほとんどの経済変数を政府が

管理していた。特に，生産面での政府のコント

ロールは絶対的であった。生産主体は固有企業

で，政府は固有企業に生産目標(ノルマ)と生

産資材を与え，固有企業は与えられたノルマと

資材のもとで生産を行い，生産物を政府決定の

固定価格で政府機関に販売する。その生産物

は，固有商庖で消費者に対して政府決定の固定

価格で販売された。

社会主義の最初の段階では，固有企業は与え

られたノルマを目標に生産を行った。しかしそ

の後，政府は生産を高めるためにノルマを超え

た生産を行った固有企業にはボーナスを与える

ことを決定した。つまり，生産刺激のためにボ

ーナス制度を導入したのである O さらに，政府

は生産を高めるために，このボーナスシステム

*)本論作成に際し、大阪府立大学大学院生子津平氏から

有益なコメントを得たことを感謝いたします。

にさまざまな工夫を加えた。そして，このボー

ナスシステムは，国の管理制度が残っている移

行経済の段階に入っても有効に作用し続けた。

計画経済の時代ではすべての経済変数は企業に

とって所与であったが，自由主義市場経済の要

素が導入されてくると，いくつかの経済変数は

企業にとって不確実な値となる。それ故，市場

経済では不確実性の問題を分析する必要が生じ

てきた。

現在のロシア，中国をはじめ多くのアジア諸

国は，自由主義市場経済へ移る途中の移行経済

の段階にある。本論文は，このような企業にと

って確定的な計画経済的要素と不確実な市場経

済的要素が混在している移行経済における企業

の行動を分析することを目的としている。

2 経済モデル

政府は企業に生産目標を与え，企業がその生

産目標を超える生産実績をあげた場合には，ボ

ーナスが与えられる。そして，政府の決定した

生産目標量は，政府が決定した固定価格で政府

に買い上げられる。他方，生産目標量を超えた

生産物は，企業により自由市場で市場価格で販

売することができる。そして，企業の目的関数

は利潤 (π)の関数であると仮定する。

U = U(π). )
 

4
a
'
 (
 

企業の利潤は，生産物から得られる収入と政

府から与えられるボーナスから生産費用を差し

ヲ|いたものである。
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7r=PjYj +P2Y2 +B-C-W(Lj +~) 

(2) 

Pjは生産目標量 (Yj)の生産物が政府によ

り買い上げられる政府決定の買い上げ価格であ

り一定であると仮定する。 P2は市場価格であ

り，序論でのべたように企業にとっては不確実

な数値であると仮定する。 Y2 は自由市場で販

売される生産量である。 B は政府から与えら

れるボーナスである。 wは賃金率であり，労
働市場で決定され，企業にとっては所与であ

る。 L1 は政府計画目標を生産するのに投入さ

れる労働量であり ，L2 は自由市場で販売する

生産量を生産するのに投入される労働量であ

る。 E はこの企業の固定費用であり，一定で

あると仮定する。

市場価格(P2)は，企業にとっては不確実で、あ

り，それゆえ確率変数である。 (P2)の分布関数

は次式で与えられる。

F(P2) = N(P2 ，σ2) (3) 

Nは正規分布であり ，P2 はP2 の期待値(平
均値)であり， σ2は戸2の分散である。

次に，ボーナス関数を分析する。ボーナス関

数は，旧固有企業の生産業績を上昇させるため

に考案されたものであり，欠点が表面化した場

合には次々と修正が加えられ，新しいボーナス

関数がつくられていった。ここでは，三種類の

ボーナス関数を紹介する O

(1)第1のボーナス関数

B =B+b(Yj -1'1)ヲ(Yj孟Y1の時)， 

B = O. ( Yj <子1 の時).

(4) 

ここで，B はボーナス総額，B は生産実績

( Yj )がノルマ(1'1 )を達成した時に得

られる定額ボーナス，b(b > 0)は出来高ボーナ

スを決定するボーナス・パラメーター，Yj は

生産実績， Yjはノルマ，b(Yj -1'1)は生産

実績がノルマを超えた時に与えられる出来高ボ

ーナスをそれぞ、れ表している。この第 lのボー

ナス関数は，生産実績がノルマを超えた時に，

ノルマ達成を評価する定額ボーナスと生産実績

がノルマを超えた分つまり出来高に応じたボー

ナスの両方のボーナスが与えられ，また生産実

績がノルマに達しない場合は，ボーナスは与え

られず，規定の賃金のみが与えられるというボ

ーナス関数である。

(2)第2のボーナス関数

B = bYj +kb(Yj -Yj)， 

但し'Yj 逗子lの時，0 < k < 1， 

Yj <子1の時， k > 1. (5) 

ここで，kは調整パラメーターで，低いノ

ルマがボーナスの減額に繋がるように調整して

いる係数である。第2のボーナス関数は，第l

のボーナス関数の持つ欠点を修正したものであ

る。第 lのボーナス関数はノルマに関して次の

性質を持つ。

θB 
一一 =-bく O (6) 
θYj 

ノルマに関するボーナスの偏微係数の値はマ

イナスであるから，企業はボーナスを獲得する

ために，生産実績を高めるよりも，楽な政治的

交渉で低いノルマを獲得するように努めるよう

になった。それで、生産実績は伸び悩んだ。

この欠点を修正するために，第2のボーナス

関数が考案された。第2のボーナス関数のノル

マに関する反応は次式で表される。

θB 
一一 =b(1-k)>O (7) 
θYj 

Yj 逗子Iの時は，0<k<1の条件式より上

式はプラスの値をとる。つまり，企業が楽をす

るために低いノルマを政治的交渉で獲得して
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も，それはボーナスの減額に繋がることにな そして，企業の目的関数を企業効用とすれ

る。また，Yj ミ子Iの時は，当然ノルマを下げ

なければならないので，この値はマイナスとな

る。つまり，第2のボーナス関数は，低ノルマ

獲得競争を諌めるものであった。

(3)第3のボーナス関数

B=B+s(Yj-Yj)+α(Yj -Yj)， 

(Yj >子1の時)， 

B =B  +s(yj一子j)+γ(Yj-Yj)， 
(Yj <子Iの時).(8) 

ここで，Yj は企業が計画当局に申請する企
業自身の自己計画目標値である。 α，s，γは，

ボーナス・パラメーターであり，

Oく α<β<γの関係があるものと仮定する。

この第3のボーナス関数は，旧固有企業にも自

主性・自由度を与えるために提示されたもの

で，旧固有企業に自主性を与えれば生産増加に

繋がるであろうとの考えから考案されたもので

あった。しかし，この第3のボーナス関数は，

第lのボーナス関数と同じように低いノルマを

獲得すればボーナスが増加する性質を持つの

で，ボーナス関数としては欠点を持つことが証

明される。

θB 
一一 =-s< 0 
θYj 

(9) 

本論では，ボーナス関数として最も理論的に

優れていると考えられている第2のボーナス関

数を用いて移行経済における企業行動のモデル

分析を行う。

第2のボーナス関数を(2)式に代入すると，企

業の利潤関数は次式で表される。
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ば，それは利潤の関数であり，絶対危険回避型

の次式で表されるものと仮定する。

U(π) = -exp(απ) 仕1)

ここで，a は絶対危険回避の係数である。

α=合 >0 問

自由主義市場経済が導入されれば，企業は確

実な政府買い上げ価格 Pj と，不確実な市場

価格 P2で決定される期待効用を最大にする
企業行動をとる。

max.EU(π) 。司

企業の効用の期待値は次式で表される。

加)= la U(7r) .f(人).dP2 
ここで，f(P2) は P2 の確率密度関数である。

住司

九)=市仰(引
πは循環定数である。

企業の効用関数の期待値は次式で表される。

山)= [YO -e却トα{川十川 +bYj

+bk(Yj -Yj)-C -w(L1ーら)} 附
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ここで， g は次式を表している。

2 
G 

g =-GE7T+15v. (1司
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期待利潤 E7rは次式で、表される。

E7r = Pl Yl +P2 Y2 十bY 1 + bk (Y1 - Y 1) 
-c -W (L1 -Lz ) 同

また，利潤の分散は次式で表される。

2，，2 v=σ九 (19) 

以上の分析から，この企業は次式の期待効用

を最大にする行動をとる。

max.EU(π) = -1/2・巴xp(-aEπ+α/2・v).

(20) 

さらに，生産要素は労働(L )のみであり，

この企業にとっては政府からの国家注文に対す

る生産(Y1)であれ，市場で販売する自主的な

生産物の生産(九)であれ生産技術は同じであ

り，生産関数は限界生産力逓減の法則が働くも

のと仮定する。それで，本論では生産関数は次

式で表されるものとする。

Y1 = AL{'. 

Y2 =ALαALf (21) 

ここで，Lはこの企業が雇用している全雇用

労働量であり，L1 はその中から国家注丈(Y1) 

に応じて生産する政府買い上げ生産物を生産す

るのに投入される労働量である。そして，Aは

技術係数であり， αは 0<α く 1と仮定する。

3 均衡解

本論文では 2つのケースについて分析す

る。まず第 lのケースは，この企業の全労働量

(L)が変化するケースであり，次いで第2のケ

ースは，国家発注分に投入する労働量(L1)が

変化するケースである。

(第 lのケース)

この第 lのケースでは，均衡解は次式で表さ

れる。

θEU(π)θE7r a
2
θV 

= -a一一一+
θLθL 2θL 

= -P2α:ALαーl+aασ2A2(Lα-Lt)Lαー1= O. 

(22) 

均衡条件式より，次式が得られる。

P2αALαーI+W十αασ2A2(Lα-Lt)Lαー1=0

(23) 

上式より，均衡の雇用労働量(γ)が求ま

る。

Lホ =L(P2 ，a，A， wぅL1，α，σ2). (24) 

ここで， (23)式を変形した次式をゆで表

す。

。=P2αAー αασ2A2(Lα-Lt)-wL1ーα.
(25) 

(第2のケース)

この第2のケースでは，均衡解は次式で表さ

れる。

θEU(π)θE7r a
2
θV 

一 一一一θL1 θL1 2θL1 

=αA(Pl-P2)L;I+bkdLf I 

+αασ2A 2(Lα Lt)Lt-
1 
= o. (26) 

均衡条件式より，次式が得られる。

αA(P1P2)L;l+bkα'ALt-1 

+aσ2αA2(Lα Lt)Lt-
1 
= o. (27) 

上式より，国家注文生産への均衡労働投入量

(Lつが求まる。
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(38) Lt = Lj (Pj ，P2 ，a，b，k，A，L，α，σ2) (28) 

ここで，上式を変形した次式を ψで表す。

ψ= Pj -P2 +bk +ασ2A(Lαー L{').(29) 

4 比較静学分析

本節では，各パラメーターが変化した時に均

衡解がどのように変化するかを 2つのケースに

ついて考えてみる。

(第lのケース)

第 lのケースは，この企業の国家注文の生産

量に変化はなく，全雇用労働量に変化があるケ

ースであるので，この企業にとっては自由市場

での自主的販売を行う自由裁量的生産(九)に

変化をもたらすケースとなる。

ゆをそれぞれのパラメーターで偏微分した

値は次のとおりである。

ゆL=-aα2σA2Lαーj- w(l α)L一α<0.

(30) 

ゆム =aα2σ2A2Lαーj> o. (31) 

ゆP，= o. (32) 

ゆP， αA> o. (33) 

ゆw ーL
jーα
くO. (34) 

九=ーασ2A2(LαーL{')< o. (35) 

ゆα=αP2-2aασ2A(Lα一L{'). (36) 

<Tu' =-aαtj2Lα<0 (37) 

ゆb= O. 

ゆk= o. (39) 

(1)国家注文の生産に投入する労働量が増加(減

少)すると，企業は自由市場で販売する生産

量を増加(減少)させる。

θ'L ゆLj、 O.
θ'Lj ゆL

(40) 

(2)政府買い上げ価格が上昇(下落)しでも，企

業は自由市場で販売する生産量を変化させな

しミ。

8L = o. 
θPj 

(41) 

(3)自由市場での価格が上昇(下落)すれば，企

業は自由市場で販売する生産量を増加(減

少)させる。

θ'L 一生~>O
θP2 <TL 

(42) 

(4)労働賃金率が上昇(下落)すれば，企業は自

由市場で販売する生産量を減少(増加)させ

る。

θLーゆl!::<0
θW ゆL

(43) 

(5)絶対危険回避度を示す係数の値が上昇(下

落)すると，企業は自由市場で販売する生産

量を減少(増加)させる。

θL 九。
θa <TL 

(44) 

(6)企業の生産技術が上昇しでも，企業は自由市

場で販売する生産量を増加させるか，減少さ

せるかは明確で、はない。

紅白

θA ゆL
(45) 
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(7)自由市場の価格の分散が増加(減少)すると，

企業は自由市場で販売する生産量を減少(増 ψ'A =ασ2(Lα-Lt) > O. (55) 

加)させる。つまり，自由市場での価格変動

のリスクが高くなると，企業は自由市場で販 ψσα~A (Lα-L{') > O. (56) 

売する生産量を減少させることになる。

ψb = k > O. (57) 
θL ゆσ2

(46) = 一一一 <0
θσ2 ゆL

ψk = b > 0 (58) 

(8)ボーナス・パラメーターや調整パラメーター

が変化しでも，自由市場での販売量は変化し

ない。

A
U
 

M
山
一
品

nu 

L
7
0
 

θ

一θ
(47) 

(9)政府のノルマや固定費用が変化しでも，自由

市場での販売量は変化しない。

θ~=O θ~=O 
θ子IθC

(第2のケース)

第2のケースは，この企業の全雇用量は一定

であるという条件のもとで，国家注文の生産量

に変化があるケースであるので，この企業にと

ってはパラメーターの変化により国家注文の生

産量に変化が生じるケースである。

(48) 

ψをそれぞれのパラメーターで偏微分した

値は次のとおりである。

ψ'L = aασ2ALαー1>0 (49) 

ψLl 一αασ2AL;αーlく O (50) 

ψ'P
1 

= 1 > O. (51) 

ψP， = -1 < O. (52) 

ψw = O. (53) 

ψα=σ2A(Lαー Lt)>O. (54) 

(1)この企業の全雇用労働量が増加(減少)する

と，企業は国家注文の生産量を増加(減少)

させる。

θ'L1 ψL 、 O
θLψL  

(2)政府買い上げ価格が上昇(下落)すると，企

業は国家注文の生産量を増加(減少)させる。

(59) 

θ'L， ψp 
ム >0

θP1 ψL 
(60) 

(3)市場価格が上昇(下落)すると，企業は国家

注文の生産量を減少(増加)させる。

ハリ<
 

九一

L

山
V

一A
V

一一
色
町

(61) 

(4)賃金率が上昇(下落)しでも，企業は国家注

文の生産量を変化させない。

θ'L1 ψ':l:...= 0 
θWψL  

(5)絶対危険回避度が上昇(下落)すると，企業

は国家注文の生産量を増加(減少)させる。

(62) 

θ~= 1tι、 O
θα 九1

(6)生産技術が上昇(下落)すると，企業は国家

注文の生産量を増加(減少)させる。

(63) 

θL1 ψA、 O
θAψ

Ll 

(64) 
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(7)ボーナス・パラメーターが上昇(下落)する

と，企業は国家注文の生産量を増加(減少)

させる。

θ'L) ψb、 O
θbψLJ 

(65) 

(8)調整パラメーターが上昇(下落)すると，企

業は国家注文の生産量を増加(減少)させる。

θLψL  -， 一三一 >0
θk 九1

(66) 

(9)政府のノルマや固定費用が変化しでも，企業

は国家注文の生産量を変化させない。

θ~=O θ~=O 
θ子1θC

5 結論

(67) 

本論文は，企業の生産活動に一部分国家が介

入し，残りの部分は企業が自由に生産活動でき

る移行経済における企業行動を分析している。

企業は，政府から発注を受けた国家注文分を政

府買い上げの固定価格で政府に販売する。そし

て，残った生産量を自由価格で市場で販売する

ことができる。一般的に，政府買い上げ価格は，

自由市場で成立する市場価格よりもかなり低

い。政府買い上げ価格は，政府固定であり企業

にとっては所与であるが，市場価格は変動する

ので企業にとって不確実で、あると考えられる。

この経済モデルでは，企業は期待利潤を最大に

すると仮定している。したがって，本論文では

不確実性のもとで比較静学分析を行っている。

本論文の分析から以下の結論が得られた。

企業は市場価格が上昇すると，市場で販売す

る自由生産を増加させる。また，政府買い上げ

価格が低下しでも，自由生産を増加させる。市

場価格の変動リスクが増加すると，安定的な国

家納入生産が増産される。賃金の上昇は，国家

納入生産には影響を与えないが，自由生産を減

少させる。絶対危険回避度が上昇すると，安定

的な国家納入が増加し，不安定な自由生産が減

少する。生産技術の上昇は，国家納入分の生産

を増加させるが，白由生産の変化については確

定的な結果は導出されない。ボーナス・パラメ

ーターや調整パラメーターの値の上昇は，自由

生産には何の影響も及ぼさないが，国家納入分

の生産は増加させる。

価格面については，現実的な反応に合致した

結論を導出することができたが，技術面につい

ては，予想と異なるやや否定的な結論が導出さ

れた。
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